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【研究要旨】 

 本研究では、研究班で作成した外部評価項目および外部評価システムを用いて、実際に

全国の障害児支援施設 40 施設に対して、外部評価の試行を行うことを目的とした。ベス

トプラクティスを実施していると、研究班員 2 名以上から推薦された全国の障害児支援施

設 20 施設の責任者に対して、研究班で決めた 6 つの理念それぞれを具体的に実現するた

めの方法について、Web アンケートを用いて自由記述で回答を求めた。得られた回答につ

いて KJ 法を実施し、小澤班で作成された 33 項目の基礎項目を足して 120 項目の素案を作

成した。その後、Web アンケートに回答した協力者 16 名に対して、集合型の調査会を実

施し、120 項目について、障害児支援施設のサービスの質を評価するための項目としての

過不足や改善案を尋ねた。得られた意見をもとに研究班で調整を行い、101 項目が提案さ

れ、評価者養成講座で区別が難しいと指摘された項目を除いた 100 項目が外部評価の試行

で使用された。 

外部評価の試行は、主任研究者、研究分担者、評価者養成講座参加者のいずれかまたは

複数で１～２名で 1 日かけて行った。事業者インタビュー、支援場面の直接観察、個別支

援計画書等の関連書類の閲覧、保護者を含む利用者の意見聴取を実施し、複数の情報源か

らの情報をもとに外部評価項目それぞれに対して 2、1、0 の 3 段階で評価した。その結

果、児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、入所施設（医療型）、入

所施設（福祉型）の 5 種類の施設種別すべてに対して、計 41 施設に対して外部評価が実

施された。事業者の自己評価、外部評価者の外部評価の結果を検討するために、外部評価

100 項目それぞれの評価結果（2、1、0）得点分布を求めた。また、障害児支援施設の外部

評価者が 2 名で試行を行った場合には、外部評価の単純一致率を求めた。さらに事業者の

自己評価と外部評価者の外部評価結果の単純一致率を求めた。外部評価の試行で明らかに

なった課題を記述した。 

事業者の自己評価と外部評価者の外部評価の得点分布をみると、分布が２に大きく偏っ
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ている項目がいくつかみられた。これらの項目について、文言を修正する、あるいは基準

項目としてそれらの項目で１または０が評価されている場合には、より詳細に評価を実施

するまたはより低い総合評価になるなど、項目の重みづけをする必要性が示唆された。外

部評価者間の単純一致率は 46～88％の範囲をとり、平均 70％であった。適度な信頼性を

有していると考えられる。事業者と外部評価者の単純一致率は 0～100％の範囲、平均

51％であり、一致率には大きなばらつきが見られた。事業者と外部評価者の単純一致率が

平均 51％であった。評価が一致しない項目については、より丁寧に対話することにより、

サービスの質を向上するための切り口になりえるのではないかと考える。外部評価項目と

外部評価システムの有用性が一定程度あることが示された一方で、今回の試行で明らかに

なった課題を改善していく必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

平成 24 年の児童福祉法改正により、障害

者（児）支援事業が一元化され、事業所数

は年々増加している。その一方でサービス

事業所間の支援の質の格差が大きいことが

課題となっており、第三者評価導入の必要

性が指摘されている。しかしながら、任意

で受審する現行の第三者評価の仕組みは、

十分に普及しているとは言いがたく、評価

に使用する項目の作成だけでなく評価者の

養成方法から評価方法としての普及促進の

ための方策まで一括して検討する必要があ

る。そこで、本研究は、合理的な手法に基

づき障害児支援の第三者評価方法を提示す

ることを目的とした。第三者の目から見た

評価結果を広く情報提供することにより、

事業者の行う支援の内容を利用者から見え

るものとし、サービスの質の向上に向けた

事業者の取組を促すことを目指した。 
平成 29 年度は、我が国の実情にみあう外

部評価のモデル案を検討した。具体的に

は、国内外の先進的な地区や機関、当事者

団体などを訪問してヒアリングや有識者イ

ンタビュー、利用者へのアンケートなどを

行い、それらの情報を活用して評価項目の

草案を作成し、評価者養成講座の内容や方

法を検討し、モデル案の試行と検証を行っ

た。研究班では、障害児支援施設の外部評

価の理念について、以下の 6 つを設定し

た。（1）子どもは、合理的配慮を通じて最

大の利益を受けている。（2）子どもは、専

門的な知識と経験に基づいた支援を受けて

いる。（3）子どもは、一人一人の個性と能

力に応じた支援を受けている。（4）子ども

は、本人のライフコースが考慮された支援

を受けている。注）なお、ライフコースと

は、これからの人生で辿っていく道筋のこ

とです。（5）子どもは、ソーシャルインク

ルージョンが意識された支援を受けてい

る。（6）家族は、障害のある子どもの子育

てにかかわる適切な支援を受けている。本

研究では、この理念に基づく外部評価項目

を作成し、外部評価システムを構築し、実

際に 40 施設の外部評価試行を行うことを目

的として実施した。 
 

Ｂ．研究方法 

外部評価項目の作成 

 国内外の先進的な地区や機関、当事者団体

などを訪問してヒアリングや有識者インタ
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ビュー、利用者へのアンケートなどを行い、

それらの情報を活用して評価項目の基礎項

目が作成された。並行して、研究班員の 2 名

以上からグッドプラクティスを実施してい

ると推薦された全国の 20 事業所の責任者 20
名に対して、研究班で設定した 6 つの理念に

ついて、①当該理念が障害児支援に必要かつ

重要である理由について、どのようにお考え

ですか？、②当該理念を具体的に実現する理

想的な方法について、どのように考えられま

すか？、③当該理念を具体的に実現するため

に、貴事業所で現在どのように取り組まれて

いますか？、④当該理念を具体的に実現する

ために、貴事業所で次に取り組みたいことは

どんなことですか？という 4つの具体的質問

を行い、各設問 200 文字以内で自由記述で回

答してもらった。 
 得られた回答を KJ 法を用いて、分類し、

研究分担者の小澤班が作成した基礎項目も

含めて 120 項目が作成された。 
 これらの 120 項目を元に、グッドプラクテ

ィスの事業所の責任者 16 名に集まってもら

い、2 日間の聞き取り調査会を実施した。こ

こでは、120 項目に対して、①表現が分かり

にくい項目と代替案、②誤解を生じる可能性

が高い項目と代替案、③サービスの質を評価

するために、追加したほうがいい項目、④保

育所等訪問支援や入所施設（医療・福祉）の

サービスの質を評価するための項目、につい

て自由記述での意見収集及びディスカッシ

ョンを実施した。また、外部評価マニュアル

の素案を得ること目的として、120 項目に対

して、障害児支援施設を訪問して外部評価を

行う場合、どのような情報収集方法（事業所

インタビュー、支援場面の直接観察、個別支

援計画書など関連書類の確認、当事者を含む

利用者インタビューまたは利用者アンケー

ト）が妥当と考えられるか、および、そのチ

ェックポイントについて、用紙に書き出して

もらった。 
 これらより収集された意見をもとに、外部

評価項目 101 項目および外部評価マニュア

ルが作成された。評価者養成講座にて、項目

の区別が難しいとの意見が多かった 1項目を

削除し、最終的に外部評価項目 100 項目およ

び外部評価マニュアルが作成された（付録参

照）。  
 
外部評価の内容 
 外部評価者 1～2 名が施設を訪問し、1 日

約 7 時間の評価を実施した。事業者インタビ

ュー、行動観察、個別支援計画書および関連

書類、利用者アンケート（保護者含む）、可能

な範囲で利用者インタビュー（保護者含む）

を実施した。主任研究者および研究分担者以

外の外部評価協力者には、協力の謝礼として

1 回につき 1 万円を Quo カードで支払った。

外部評価試行を受ける事業所に対しては、協

力の謝礼として 1 万円を Quo カードで支払

った。 
 
倫理的配慮 
 本研究は、大正大学の倫理委員会にて承認

を受けて行った。外部評価協力者に対して、

文書と口頭で説明し、書面で同意を得た。ま

た、外部評価試行を受ける事業者に対して、

文書と口頭にて説明し、書面で同意を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
 外部評価は全国 41 施設に対して実施され

た。表 1 に施設種別を示す。 
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表 1 被外部評価施設の種別と実施数  

 
表 2 には、外部評価における事業者の自己

評価結果を、表 3 には外部評価者の評価結果

の得点分布を示した（巻末参照）。 
表 4 には、外部評価者 2 名で実施した外部

評価結果の単純一致率を示す。一致率は 46～
88％の範囲をとり、平均 70％であった。 

 
表 4 外部評価者間の評価の単純一致率 

 

 
表 5 には、事業所の自己評価と外部評価結果

の単純一致率を示す。 
 
 

表 5 事業者と外部評価者の単純一致率 

 
 

  
  

評価者ペア 一致率
2 78%
4 88%
5 86%
7 67%
8 65%
10 82%
11 68%
12 57%
13 77%
14 76%
15 47%
25 46%
平均 70%

＊施設19は除く

施設 一致率
1 51%
2 50%
3 30%
4 0%
5 0%
6 37%
7 50%
8 69%
9 69%
10 82%
11 70%
12 71%
13 39%
14 58%
15 68%
16 84%
17 100%
18 54%
19 52%
20 35%
21 82%
22 68%
23 28%
24 34%
25 21%
26 33%
27 42%
28 50%
29 50%
30 67%
31 32%
32 74%
33 33%
34 36%
35 92%
36 51%
37 50%
38 35%
39 35%
40 57%
41 44%
平均 51%

施設種別 実施施設数 
児童発達支援 17 

放課後等デイサービス 16 
保育所等訪問支援 ２ 
入所施設（福祉） １ 
入所施設（医療） ５ 
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以下に外部評価施行時に明らかになった

課題を具体的に挙げる。 
（1）項目に関して 
・重複する内容の項目、施設基準に関する

項目が多いため、整理したほうがよい 
・重心児の施設を評価する項目は更に充実

させる必要がある。重心児においては身体

疾患を重複してもつことも多く必要とする

医療的ケアの内容に幅がある。意思を確認

することが困難な場合もあり、本評価項目

では評価が難しいと考えられた。実際、保護

者インタビューでは「現状維持が精一杯で

これ以上は望めない」「預かってもらえるだ

けで十分」といった疲弊と諦めを滲ませる

声が印象に残った。しかし、重心児の保護者

に満足度を尋ねるとその評価は満足〜大変

満足の範囲であった。同じ評価結果であっ

ても含まれる意味合いは異なると感じられ

た。 
・児童発達支援と放課後等デイサービス施

設では対象とする疾患群は同じでも利用者

の年齢層と生活環境が異なるため利用者や

保護者のニーズにも違いが出る。特に就学

後は学習面のニーズが顕在化してくるため、

保護者の希望が強く反映され学習支援が主

目的になっている施設も少なくない。しか

し、放課後等デイサービスは「児童福祉法第

6 条の 2 の 2 第 4 項の規定に基づき、学校

に就学している障害児に、授業の終了後又

は休業日に、生活能力の向上のために必要

な訓練、社会との交流の促進その他の便宜

を供与すること」(*1)とされており、利用者

の生活全般における支援ニーズに対応する

ことが求められている。事業所がどのよう

に利用者のニーズを把握していくかが鍵と

なる。 

 
（2）評価時の注意点 
・個別支援計画の内容と支援現場の観察か

ら計画の内容が妥当であるか判断する必要

がある。評価の際は同一の利用者を対象と

すべきである。 
・事業所の自己評価、認識と支援現場の観

察から評価者が差異を把握することが求め

られる。 
・事業所が個別支援計画を作成する際に相

談支援事業所が作成するサービス利用計画

をどのように活用しているか確認する。今

回の施行では綿密な連携が取りにくい現状

が確認された。 
・保育所等訪問については実際に訪問時に

観察することが困難であり、評価の仕組み

の再検討が必要である。 
 
（3）保護者からの情報の収集方法 
・保護者を含む当事者の意見を聴取するこ

とは、当事者目線に立った外部評価システ

ムとして重要であるが、外部評価の日程に

合わせて保護者および利用者にインタビュ

ーまたはアンケートを依頼することは、施

設にとって負担であるとの意見が聞かれた。

保護者からの情報収集について、妥当な方

法を検討する必要がある。 
 
（4）総合的な段階評価の方法 
・4 段階よりも 5 段階のほうが、施設のサ

ービスの質をきめ細やかに評価できるので

はないか。他施設が手本にできる優れた施

設を S とする。改善が必要と考えられる事

業所のレベルに幅があるため B-C の二段階

から A-C の三段階に幅をもたせる。施設基

準等の基本的な内容で不備があると考えら
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れる施設を D とする、などの方法も考えら

れる。 
 
Ｄ．考察  

本研究により、児童発達支援、放課後等デ

イサービス、保育所等訪問支援、入所施設

（医療）、入所施設（福祉）のすべての種類

の障害児支援施設において、外部評価の試

行が実施された。評価項目に対する保護者

からの重要度判定、外部評価協力者の評定

のつけやすさなどに関する判定、および本

研究の結果をもとに、外部評価項目および

外部評価システムの改善に向けた資料が得

られた。 
協力が得られた 41 施設について、100 項

目の得点の分布については、事業者の自己

評価および外部評価の両方の評価で、80％
前後で「２」点がつく項目がいくつかみられ

た。これらの項目については、基礎項目とし

て、1 点、0 点のみがついている場合に聞き

取りをするなど、インタビューや観察を階

層的に実施するようにすることなどが考え

られる。必要な内容を網羅しつつ、簡略化し

た外部評価システムを構築するためには、1
つのアイデアとなるであろう。 

外部評価の施行を行った結果、評価項目

及び評価方法に改善が必要であることが明

らかになった。また、高い専門性をもち外部

評価の主旨に沿った評価を行える評価者の

養成は今後の研究課題である。更に協力を

了承してくれた児童福祉施設からは自施設

の評価および他施設の取り組みを知りサー

ビスの質を向上させたいという要望が多く

寄せられた。このことからも一度の評価に

とどまらず、評価をもとにサービスの質改

善へ向けた施設の努力を促しその成果を評

価することが求められていると考える。ま

た、施設間で良い実践を共有することで

個々の施設のサービスの質向上が期待でき

る。 
 
Ｅ．研究発表 

本研究に関する発表なし 
 

Ｆ．知的財産権の出願･登録状況 
特許取得・実用新案登録なし 
 

Ｇ．開示すべき利益相反なし 
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表２ 全被評価施設におけるウ外部評価結果の得点分布 

 
 

項目

1. 事業所は、実務経験が継続５年以上の支援者
を配置している 36 (88%) 4 (10%) 1 (2%)

2. 事業所は、心理士、言語聴覚士、理学療法士、
作業療法士などの専門職を配置している 19 (46%) 10 (24%) 12 (29%)

3. 事業所は、ホームページやSNS等で事業所に
関する情報を適切に発信している 19 (46%) 19 (46%) 3 (7%)

4. 事業所は、定期的に支援者研修を実施してい
る 27 (66%) 12 (29%) 2 (5%)

5. 事業所は、支援者に、経験値に応じた頻度で
のスーパービジョンやコンサルテーションを受け
る機会を提供している。

15 (37%) 19 (46%) 7 (17%)

6. 事業所は、専門職のOJT（On the Job
Training）による職員研修を行っている　※
OJTとは、日常業務を通じた職員研修のこと

18 (45%) 19 (48%) 3 (8%)

7. 事業所は、支援者に外部の研修会に参加して
専門性を高める機会を提供しており、勤務時間
内での研修受講を認めている

27 (66%) 13 (32%) 1 (2%)

8. 事業所は、支援者に、虐待・身体拘束の研修
に参加する機会を提供している 34 (83%) 7 (17%) 0 (0%)

9. 事業所は、他事業所の見学、交換研修を行っ
ている 19 (48%) 15 (38%) 6 (15%)

10. 事業所は、新人研修のためのプログラムを
計画し、また定期的に支援者のスキル習得の程
度を確認している

18 (44%) 20 (49%) 3 (7%)

11. 事業所は、必要な研修を実施した上で、ボラ
ンティアを受け入れている 13 (35%) 9 (24%) 15 (41%)

2 1 0
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B. 支援者の専門性：基礎知識とスキル

項目

12. 支援者は、運動・認知・言語・情緒の定型的
な発達についての基本を理解している 16 (39%) 19 (46%) 6 (15%)

13. 支援者は、対象児をアセスメントする適切な
ツールや方法を理解し、アセスメントするスキル
を有している

11 (27%) 21 (51%) 9 (22%)

14. 支援者は、子どもが問題行動を起こす理由
を理解し、問題行動を軽減するためのスキルを
有している

14 (35%) 21 (53%) 5 (13%)

2 1 0

C. 支援者の専門性：アセスメントに基づく支
援ー個に応じた支援とライフコース

項目

15. 子ども一人一人の個別支援計画は、個別の
アセスメントに基づいて立案されている 16 (41%) 21 (54%) 2 (5%)

16. 子ども一人一人は、日常生活での適応状況
が評価され 、また適応を促すための支援を受け
ているている

13 (33%) 24 (60%) 3 (8%)

17. 子ども一人一人は、自分の長所が把握さ
れ、それに基づいた支援を受けている 19 (48%) 19 (48%) 2 (5%)

18. 子ども一人一人は、自分の嗜好（好み）が把
握され、それに基づいた配慮ある支援を受けて
いる

23 (58%) 15 (38%) 2 (5%)

19. 子ども一人一人は、個別の障害特性に配慮
された支援を受けている 19 (49%) 17 (44%) 3 (8%)

20. 自立に向けて、子ども一人一人は、障害に
ついて十分な理解に基づいた適切な支援を受け
ている

16 (40%) 20 (50%) 4 (10%)

21. 子ども一人一人は、視覚的理解と聴覚的理
解の優位性の確認と配慮に基づいた支援を受け
ている

15 (38%) 20 (51%) 4 (10%)

22. 子ども一人一人は、適切なコミュニケーショ
ンの方法を学んでいる 15 (38%) 22 (55%) 3 (8%)
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項目

23. 子ども一人一人は、自己決定する力を育て
るための支援をうけている 22 (55%) 15 (38%) 3 (8%)

24. 子ども一人一人は、助けを求めていること
や拒否を表現できる環境設定や支援を受けてい
る

16 (40%) 19 (48%) 5 (13%)

25. 子ども一人一人は、余暇スキルのレパート
リーを増やすための支援を受けている 16 (39%) 23 (56%) 2 (5%)

26. 子ども一人一人は、可能な限り、自分の時
間や物、行動などを自分で管理することを学び、
行っている

17 (46%) 17 (46%) 3 (8%)

27. 子ども一人一人は、可能な限り、自分の役
割（食事の手伝い・掃除等自立に向けた）をも
ち、最後までやり遂げている

16 (44%) 16 (44%) 4 (11%)

28. 子ども一人一人は、必要な時に自分に合っ
た方法で地域生活に必要なことを学んでいる 15 (43%) 18 (51%) 2 (6%)

29. （入所施設）本人の能力と特性に応じた教
育を受ける機会が提供されている 4 (40%) 6 (60%) 0 (0%)
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D. 支援者の専門性：個別支援計画
ー個に応じた支援とライフコース

項目

30. 子ども一人一人は、次のライフステージに
応じた将来の夢や希望を実現するための話し合
いに、可能な限り参加している

9 (24%) 20 (54%) 8 (22%)

31. 保護者（および可能な範囲で子ども自身）
は、個別支援計画の作成に参加している 18 (44%) 18 (44%) 5 (12%)

32. 個別支援計画の目標の主語は、利用者であ
る 21 (51%) 10 (24%) 10 (24%)

33. 子ども一人一人は、現時点で必要なスキル
獲得に向けた目標が設定され、支援を受けてい
る

18 (46%) 18 (46%) 3 (8%)

34. 子ども一人一人は、近い将来に必要となる
スキル獲得に向けた目標が設定され、支援を受
けている

15 (38%) 16 (41%) 8 (21%)

35. 子ども一人一人は、個別支援計画におい
て、6ヶ月以内に達成が見込まれる具体的な目
標が設定されている

14 (37%) 13 (34%) 11 (29%)

36. 子ども一人一人は、個別支援計画におい
て、獲得したスキルを幅広い生活場面で使うた
めの内容が盛り込まれている

12 (31%) 17 (44%) 10 (26%)

37. 支援者は、子どもに多様な体験を提供でき
るような支援を計画している 20 (50%) 16 (40%) 4 (10%)

38. 保護者に向けた書類（個別支援計画や検査
報告書等）は、保護者に分かりやすく、専門用語
を使わず、子育ての参考や子供の理解につなが
るような内容である

28 (70%) 11 (28%) 1 (3%)
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E. 支援者の専門性：支援環境の整備
ー個に応じた支援

項目

39. 子ども一人一人は、活動エリアが明確に設
定され、本人が最も理解できる方法でスケ
ジュールが提示された支援環境を提供されてい
る

13 (34%) 20 (53%) 5 (13%)

40. 子ども一人一人は、自立やスキル獲得を促
すために家具のレイアウトが配慮されたり、必要
な物が用意されている

12 (32%) 23 (61%) 3 (8%)

41.（重心項目）子どもの環境は、障害に応じた
整備がされており、また必要な道具が準備され
ている

9 (47%) 9 (47%) 1 (5%)

42. 子ども一人一人は、過剰な感覚刺激に晒さ
れないように、環境上の配慮がされている 23 (59%) 12 (31%) 4 (10%)

43. 子ども一人一人は、必要に応じて個別の部
屋の使用が認められている 24 (62%) 11 (28%) 4 (10%)

44. 子ども一人一人は、可能な限り、生活の中
で自分の好みが反映されるように配慮されてい
る

22 (56%) 13 (33%) 4 (10%)

45. 子ども一人一人は、支援者から穏やかな声
や表情で対応されている 31 (76%) 10 (24%) 0 (0%)

46. 子ども一人一人は、気の合う、信頼できる
人とやりとりをしている 28 (70%) 11 (28%) 1 (3%)

2 1 0

項目

47. 子ども一人一人は、自分が理解できるよう
に支援内容と方法についての情報提供を受けて
いる

14 (37%) 20 (53%) 4 (11%)

48. 子ども一人一人は、スキルの獲得に際し
て、その自立的使用に必要かつ適切な補助を
伴った支援を受けている

16 (41%) 19 (49%) 4 (10%)

49. 子ども一人一人は、できる限り失敗せずに
学んでいる 15 (39%) 19 (50%) 4 (11%)

50. 子ども一人一人は、ほめられる機会と失敗
しても修正できる機会をもっている 20 (53%) 17 (45%) 1 (3%)

51.子ども一人一人には拒否の意思表明が保障
され、可能な限り、その意思が受け入れられる、
あるいは代替案が用意されている

23 (58%) 13 (33%) 4 (10%)

52. 事業所は、統一した書式で、サービス提供
内容を記録している 29 (73%) 8 (20%) 3 (8%)

2 1 0

ー 140 ー



項目

53. 子ども一人一人の行動変化は、毎回、直接
観察により継続的に数量的に評価されている 10 (25%) 15 (38%) 15 (38%)

54. 子ども一人一人は、地域の公園や文化・ス
ポーツ施設等に外出する機会が提供されている 27 (71%) 11 (29%) 0 (0%)

55. 子ども一人一人は、本人の意思や好みに応
じて地域の行事に参加したり、地域の人とふれ
あう機会を提供されている

18 (50%) 10 (28%) 8 (22%)

56. 子ども一人一人は、食事を楽しく食べてい
る 27 (71%) 11 (29%) 0 (0%)

57. 子ども一人一人にとって、その空間は適度
なスペースで清潔に保たれ、快適に過ごしてい
る

25 (64%) 13 (33%) 1 (3%)

58. 子ども一人一人は、自分のペースで動ける
ように配慮されている 24 (62%) 13 (33%) 2 (5%)

59. 事業所は、支援者や家族による虐待の可能
性について考慮しており、その疑いがある場合、
適切な機関に報告している

34 (85%) 5 (13%) 1 (3%)

60.（入所）子どもは、家族に会う機会や入所施
設以外の友人と遊ぶ機会が提供されている 5 (56%) 4 (44%) 0 (0%)

61.（入所）子ども一人一人は、同性・異性の友人
と交際する自由が保障されている 3 (43%) 4 (57%) 0 (0%)
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F. 支援者の専門性：連携およびソーシャルイン
クルージョン

項目

62. 支援者は、チーム連携による発達支援を実
施している 26 (67%) 11 (28%) 2 (5%)

63. 支援者は、子どもの支援について定期的に
支援者間でミーティングを行っている 28 (70%) 11 (28%) 1 (3%)

64. 支援者は、ケース会議を定期的に行ってい
る 27 (68%) 12 (30%) 1 (3%)

65. 支援者は、関係する職員間で支援の実効性
に資する情報共有を行っている 22 (54%) 17 (41%) 2 (5%)

66. 支援者は、地域の関係者会議に出席してい
る 28 (70%) 8 (20%) 4 (10%)

67. 子ども一人一人の支援の目的と内容は、事
業所、家庭、関係機関で共有されている 24 (59%) 16 (39%) 1 (2%)

68. 支援者は、子ども一人一人が所属している
保育園、学校、医療機関等と積極的に連携を
とっている

16 (39%) 21 (51%) 4 (10%)
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項目

69. 子ども一人一人が、安心して受診できる医
療機関との繋がりを得られるように努 力してい
る

22 (56%) 14 (36%) 3 (8%)

70. 子ども一人一人は、次のライフステージ、関
係機関、一般施策機関への移行に際して、支援
が途切れないための引継ぎを受けている

17 (43%) 21 (53%) 2 (5%)

71. 支援者は、訪問支援（保育所等訪問支援、家
庭訪問等）において、行動観察と関連情報の収
集に基づいた適切な助言を行っている

10 (91%) 1 (9%) 0 (0%)

72. 事業所は、保育所等訪問支援により、子ど
もの集団生活の場での直接支援を行っている 7 (78%) 1 (11%) 1 (11%)

73. (保育所等訪問支援）事業所は、保育所等訪
問支援に、適切な経験ある支援者を派遣してい
る

7 (100%) 0 (0%) 0 (0%)

74. （保育所等訪問支援）支援者は、訪問前に家
族や保育所等との調整を行っている 7 (100%) 0 (0%) 0 (0%)

75. （保育所等訪問支援）保育者は、支援担当者
から専門用語を多用されず、分かりやすい表現
で、説明を受けている

6 (86%) 1 (14%) 0 (0%)
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G. 支援者の専門性：家族支援

項目

76．保護者は、子育てに関する自分自身のニー
ズに対する支援を受けている 20 (51%) 17 (44%) 2 (5%)

77．保護者は、保護者自身の価値観を尊重され
ている 29 (78%) 7 (19%) 1 (3%)

78．保護者は、子どもの特性理解に向けた支援
者との話し合う機会を提供されている 19 (50%) 17 (45%) 2 (5%)

79. 子ども一人一人の日常や療育機関、施設で
の様子は、定期的に家族と支援者間で情報共有
がなされている。

23 (59%) 16 (41%) 0 (0%)

80. 保護者は、定期的に支援者との面談の時間
を提供されている。 29 (73%) 10 (25%) 1 (3%)

81．保護者は、支援者に話を個別にあるいは集
団の場で傾聴してもらう機会を提供されてい
る。

27 (69%) 12 (31%) 0 (0%)

82．保護者は、子どもの療育や支援の目標・アイ
デアを支援者と共有する機会を頻繁に提供され
ている。

20 (53%) 16 (42%) 2 (5%)

83. 保護者は、支援者から、子どもの発達課題
に家庭で取り組むための手続きや工夫を指導さ
れている

18 (47%) 18 (47%) 2 (5%)

84．保護者は、子どもへの支援の記録を共有で
きるシステムが提供され、利用可能である 19 (49%) 17 (44%) 3 (8%)

85. 保護者は、支援者から子どもの情報を適切
に伝えられ、相互共有できている。 23 (62%) 13 (35%) 1 (3%)

86. 家族の状況について、家族自身が感じてい
ることと支援者が理解していることに大きな齟
齬がなく、共通認識がある

23 (59%) 12 (31%) 4 (10%)
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項目

87. 保護者は、子育てに関する困難や不安を感
じる点について支援者と話し合う機会を提供さ
れている

24 (62%) 12 (31%) 3 (8%)

88.保護者は、子どもの将来の状態像とのつな
がりがわかるよう配慮された情報提供を受けて
いる

18 (47%) 16 (42%) 4 (11%)

89．保護者は、支援者から共感的に支援されて
いる 32 (84%) 6 (16%) 0 (0%)

90．保護者は、支援者と同等の立場で支援を受
けている 32 (84%) 6 (16%) 0 (0%)

91. 保護者は、保護者同士で交流する機会を提
供されている 17 (46%) 12 (32%) 8 (22%)

92. 保護者は、保護者対象の勉強会の機会を提
供されている。 13 (35%) 11 (30%) 13 (35%)

93．保護者は、先輩保護者と交流する機会を提
供されている。 10 (26%) 11 (29%) 17 (45%)

94．祖父母は、保護者の求めに応じて、孫をより
よく理解するための支援を受ける機会を提供さ
れている

10 (29%) 9 (26%) 16 (46%)

95．保護者は、きょうだい児やきょうだい関係
について相談する機会があり、配慮事項や助言
が提供されている。

15 (42%) 14 (39%) 7 (19%)
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H. 支援の専門性：支援のアウトカム

項目

96. 事業所は、子ども一人一人に対する支援の
効果を検証している。 14 (36%) 13 (33%) 12 (31%)

97. 家族は、当事業所の支援に満足している 21 (57%) 16 (43%) 0 (0%)

98. 子ども一人一人は、当事業所の支援に満足
している 20 (53%) 18 (47%) 0 (0%)

99.子ども一人一人は、個人のニーズに応じた
個別の支援を受けている 18 (46%) 18 (46%) 3 (8%)

100. 子ども一人一人は、障害児支援に関する
ガイドラインに沿った支援を受けている 15 (41%) 17 (46%) 5 (14%)
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表 3  全被評価施設における自己評価の得点分布 

項目

1. 事業所は、実務経験が継続５年以上の支援者
を配置している 33 (87%) 4 (11%) 1 (3%)

2. 事業所は、心理士、言語聴覚士、理学療法士、
作業療法士などの専門職を配置している 16 (47%) 6 (18%) 12 (35%)

3. 事業所は、ホームページやSNS等で事業所に
関する情報を適切に発信している 26 (68%) 12 (32%) 0 (0%)

4. 事業所は、定期的に支援者研修を実施してい
る 27 (73%) 10 (27%) 0 (0%)

5. 事業所は、支援者に、経験値に応じた頻度で
のスーパービジョンやコンサルテーションを受け
る機会を提供している。

10 (27%) 18 (49%) 9 (24%)

6. 事業所は、専門職のOJT（On the Job
Training）による職員研修を行っている　※
OJTとは、日常業務を通じた職員研修のこと

12 (32%) 17 (45%) 9 (24%)

7. 事業所は、支援者に外部の研修会に参加して
専門性を高める機会を提供しており、勤務時間
内での研修受講を認めている

27 (71%) 11 (29%) 0 (0%)

8. 事業所は、支援者に、虐待・身体拘束の研修
に参加する機会を提供している 27 (71%) 7 (18%) 4 (11%)

9. 事業所は、他事業所の見学、交換研修を行っ
ている 12 (32%) 18 (47%) 8 (21%)

10. 事業所は、新人研修のためのプログラムを
計画し、また定期的に支援者のスキル習得の程
度を確認している

13 (35%) 18 (49%) 6 (16%)

11. 事業所は、必要な研修を実施した上で、ボラ
ンティアを受け入れている 7 (22%) 13 (41%) 12 (38%)
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B. 支援者の専門性：基礎知識とスキル

項目

12. 支援者は、運動・認知・言語・情緒の定型的
な発達についての基本を理解している 12 (32%) 23 (61%) 3 (8%)

13. 支援者は、対象児をアセスメントする適切な
ツールや方法を理解し、アセスメントするスキル
を有している

8 (22%) 19 (53%) 9 (25%)

14. 支援者は、子どもが問題行動を起こす理由
を理解し、問題行動を軽減するためのスキルを
有している

14 (39%) 20 (56%) 2 (6%)
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C. 支援者の専門性：アセスメントに基づく支
援ー個に応じた支援とライフコース

項目

15. 子ども一人一人の個別支援計画は、個別の
アセスメントに基づいて立案されている 18 (49%) 14 (38%) 5 (14%)

16. 子ども一人一人は、日常生活での適応状況
が評価され 、また適応を促すための支援を受け
ているている

15 (42%) 17 (47%) 4 (11%)

17. 子ども一人一人は、自分の長所が把握さ
れ、それに基づいた支援を受けている 20 (53%) 15 (39%) 3 (8%)

18. 子ども一人一人は、自分の嗜好（好み）が把
握され、それに基づいた配慮ある支援を受けて
いる

23 (61%) 13 (34%) 2 (5%)

19. 子ども一人一人は、個別の障害特性に配慮
された支援を受けている 27 (69%) 12 (31%) 0 (0%)

20. 自立に向けて、子ども一人一人は、障害に
ついて十分な理解に基づいた適切な支援を受け
ている

20 (54%) 14 (38%) 3 (8%)

21. 子ども一人一人は、視覚的理解と聴覚的理
解の優位性の確認と配慮に基づいた支援を受け
ている

18 (47%) 17 (45%) 3 (8%)

22. 子ども一人一人は、適切なコミュニケーショ
ンの方法を学んでいる 14 (37%) 20 (53%) 4 (11%)
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項目

23. 子ども一人一人は、自己決定する力を育て
るための支援をうけている 21 (57%) 13 (35%) 3 (8%)

24. 子ども一人一人は、助けを求めていること
や拒否を表現できる環境設定や支援を受けてい
る

17 (46%) 18 (49%) 2 (5%)

25. 子ども一人一人は、余暇スキルのレパート
リーを増やすための支援を受けている 18 (46%) 17 (44%) 4 (10%)

26. 子ども一人一人は、可能な限り、自分の時
間や物、行動などを自分で管理することを学び、
行っている

18 (49%) 16 (43%) 3 (8%)

27. 子ども一人一人は、可能な限り、自分の役
割（食事の手伝い・掃除等自立に向けた）をも
ち、最後までやり遂げている

11 (31%) 21 (60%) 3 (9%)

28. 子ども一人一人は、必要な時に自分に合っ
た方法で地域生活に必要なことを学んでいる 4 (12%) 27 (79%) 3 (9%)

29. （入所施設）本人の能力と特性に応じた教
育を受ける機会が提供されている 6 (75%) 1 (13%) 1 (13%)
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D. 支援者の専門性：個別支援計画
ー個に応じた支援とライフコース

項目

30. 子ども一人一人は、次のライフステージに
応じた将来の夢や希望を実現するための話し合
いに、可能な限り参加している

4 (13%) 13 (41%) 15 (47%)

31. 保護者（および可能な範囲で子ども自身）
は、個別支援計画の作成に参加している 22 (59%) 9 (24%) 6 (16%)

32. 個別支援計画の目標の主語は、利用者であ
る 25 (64%) 7 (18%) 7 (18%)

33. 子ども一人一人は、現時点で必要なスキル
獲得に向けた目標が設定され、支援を受けてい
る

23 (61%) 14 (37%) 1 (3%)

34. 子ども一人一人は、近い将来に必要となる
スキル獲得に向けた目標が設定され、支援を受
けている

17 (47%) 15 (42%) 4 (11%)

35. 子ども一人一人は、個別支援計画におい
て、6ヶ月以内に達成が見込まれる具体的な目
標が設定されている

18 (46%) 19 (49%) 2 (5%)

36. 子ども一人一人は、個別支援計画におい
て、獲得したスキルを幅広い生活場面で使うた
めの内容が盛り込まれている

15 (43%) 17 (49%) 3 (9%)

37. 支援者は、子どもに多様な体験を提供でき
るような支援を計画している 23 (59%) 14 (36%) 2 (5%)

38. 保護者に向けた書類（個別支援計画や検査
報告書等）は、保護者に分かりやすく、専門用語
を使わず、子育ての参考や子供の理解につなが
るような内容である

30 (77%) 8 (21%) 1 (3%)
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E. 支援者の専門性：支援環境の整備
ー個に応じた支援

項目

39. 子ども一人一人は、活動エリアが明確に設
定され、本人が最も理解できる方法でスケ
ジュールが提示された支援環境を提供されてい
る

16 (46%) 16 (46%) 3 (9%)

40. 子ども一人一人は、自立やスキル獲得を促
すために家具のレイアウトが配慮されたり、必要
な物が用意されている

17 (46%) 17 (46%) 3 (8%)

41.（重心項目）子どもの環境は、障害に応じた
整備がされており、また必要な道具が準備され
ている

7 (41%) 9 (53%) 1 (6%)

42. 子ども一人一人は、過剰な感覚刺激に晒さ
れないように、環境上の配慮がされている 15 (39%) 22 (58%) 1 (3%)

43. 子ども一人一人は、必要に応じて個別の部
屋の使用が認められている 20 (54%) 13 (35%) 4 (11%)

44. 子ども一人一人は、可能な限り、生活の中
で自分の好みが反映されるように配慮されてい
る

16 (43%) 17 (46%) 4 (11%)

45. 子ども一人一人は、支援者から穏やかな声
や表情で対応されている 28 (72%) 10 (26%) 1 (3%)

46. 子ども一人一人は、気の合う、信頼できる
人とやりとりをしている 26 (70%) 10 (27%) 1 (3%)
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項目

47. 子ども一人一人は、自分が理解できるよう
に支援内容と方法についての情報提供を受けて
いる

15 (43%) 18 (51%) 2 (6%)

48. 子ども一人一人は、スキルの獲得に際し
て、その自立的使用に必要かつ適切な補助を
伴った支援を受けている

15 (43%) 17 (49%) 3 (9%)

49. 子ども一人一人は、できる限り失敗せずに
学んでいる 12 (38%) 16 (50%) 4 (13%)

50. 子ども一人一人は、ほめられる機会と失敗
しても修正できる機会をもっている 23 (70%) 9 (27%) 1 (3%)

51.子ども一人一人には拒否の意思表明が保障
され、可能な限り、その意思が受け入れられる、
あるいは代替案が用意されている

20 (56%) 13 (36%) 3 (8%)

52. 事業所は、統一した書式で、サービス提供
内容を記録している 32 (84%) 5 (13%) 1 (3%)

2 1 0

ー 148 ー



項目

53. 子ども一人一人の行動変化は、毎回、直接
観察により継続的に数量的に評価されている 11 (30%) 14 (38%) 12 (32%)

54. 子ども一人一人は、地域の公園や文化・ス
ポーツ施設等に外出する機会が提供されている 23 (68%) 8 (24%) 3 (9%)

55. 子ども一人一人は、本人の意思や好みに応
じて地域の行事に参加したり、地域の人とふれ
あう機会を提供されている

12 (36%) 17 (52%) 4 (12%)

56. 子ども一人一人は、食事を楽しく食べてい
る 19 (54%) 15 (43%) 1 (3%)

57. 子ども一人一人にとって、その空間は適度
なスペースで清潔に保たれ、快適に過ごしてい
る

21 (55%) 17 (45%) 0 (0%)

58. 子ども一人一人は、自分のペースで動ける
ように配慮されている 22 (59%) 14 (38%) 1 (3%)

59. 事業所は、支援者や家族による虐待の可能
性について考慮しており、その疑いがある場合、
適切な機関に報告している

29 (78%) 8 (22%) 0 (0%)

60.（入所）子どもは、家族に会う機会や入所施
設以外の友人と遊ぶ機会が提供されている 5 (71%) 1 (14%) 1 (14%)

61.（入所）子ども一人一人は、同性・異性の友人
と交際する自由が保障されている 3 (60%) 2 (40%) 0 (0%)
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F. 支援者の専門性：連携およびソーシャルイン
クルージョン

項目

62. 支援者は、チーム連携による発達支援を実
施している 28 (74%) 8 (21%) 2 (5%)

63. 支援者は、子どもの支援について定期的に
支援者間でミーティングを行っている 28 (72%) 10 (26%) 1 (3%)

64. 支援者は、ケース会議を定期的に行ってい
る 24 (62%) 14 (36%) 1 (3%)

65. 支援者は、関係する職員間で支援の実効性
に資する情報共有を行っている 22 (59%) 14 (38%) 1 (3%)

66. 支援者は、地域の関係者会議に出席してい
る 19 (50%) 15 (39%) 4 (11%)

67. 子ども一人一人の支援の目的と内容は、事
業所、家庭、関係機関で共有されている 23 (59%) 15 (38%) 1 (3%)

68. 支援者は、子ども一人一人が所属している
保育園、学校、医療機関等と積極的に連携を
とっている

17 (44%) 19 (49%) 3 (8%)
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項目

69. 子ども一人一人が、安心して受診できる医
療機関との繋がりを得られるように努 力してい
る

21 (55%) 14 (37%) 3 (8%)

70. 子ども一人一人は、次のライフステージ、関
係機関、一般施策機関への移行に際して、支援
が途切れないための引継ぎを受けている

19 (50%) 13 (34%) 6 (16%)

71. 支援者は、訪問支援（保育所等訪問支援、家
庭訪問等）において、行動観察と関連情報の収
集に基づいた適切な助言を行っている

4 (36%) 3 (27%) 4 (36%)

72. 事業所は、保育所等訪問支援により、子ど
もの集団生活の場での直接支援を行っている 3 (38%) 1 (13%) 4 (50%)

73. (保育所等訪問支援）事業所は、保育所等訪
問支援に、適切な経験ある支援者を派遣してい
る

2 (50%) 0 (0%) 2 (50%)

74. （保育所等訪問支援）支援者は、訪問前に家
族や保育所等との調整を行っている 2 (50%) 0 (0%) 2 (50%)

75. （保育所等訪問支援）保育者は、支援担当者
から専門用語を多用されず、分かりやすい表現
で、説明を受けている

2 (50%) 0 (0%) 2 (50%)
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G. 支援者の専門性：家族支援

項目

76．保護者は、子育てに関する自分自身のニー
ズに対する支援を受けている 22 (61%) 10 (28%) 4 (11%)

77．保護者は、保護者自身の価値観を尊重され
ている 25 (69%) 9 (25%) 2 (6%)

78．保護者は、子どもの特性理解に向けた支援
者との話し合う機会を提供されている 27 (79%) 5 (15%) 2 (6%)

79. 子ども一人一人の日常や療育機関、施設で
の様子は、定期的に家族と支援者間で情報共有
がなされている。

27 (75%) 8 (22%) 1 (3%)

80. 保護者は、定期的に支援者との面談の時間
を提供されている。 26 (72%) 10 (28%) 0 (0%)

81．保護者は、支援者に話を個別にあるいは集
団の場で傾聴してもらう機会を提供されてい
る。

25 (69%) 11 (31%) 0 (0%)

82．保護者は、子どもの療育や支援の目標・アイ
デアを支援者と共有する機会を頻繁に提供され
ている。

23 (66%) 10 (29%) 2 (6%)

83. 保護者は、支援者から、子どもの発達課題
に家庭で取り組むための手続きや工夫を指導さ
れている

17 (49%) 16 (46%) 2 (6%)

84．保護者は、子どもへの支援の記録を共有で
きるシステムが提供され、利用可能である 19 (53%) 10 (28%) 7 (19%)

85. 保護者は、支援者から子どもの情報を適切
に伝えられ、相互共有できている。 27 (75%) 8 (22%) 1 (3%)

86. 家族の状況について、家族自身が感じてい
ることと支援者が理解していることに大きな齟
齬がなく、共通認識がある

16 (46%) 18 (51%) 1 (3%)
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項目

87. 保護者は、子育てに関する困難や不安を感
じる点について支援者と話し合う機会を提供さ
れている

26 (74%) 7 (20%) 2 (6%)

88.保護者は、子どもの将来の状態像とのつな
がりがわかるよう配慮された情報提供を受けて
いる

15 (44%) 16 (47%) 3 (9%)

89．保護者は、支援者から共感的に支援されて
いる 25 (74%) 8 (24%) 1 (3%)

90．保護者は、支援者と同等の立場で支援を受
けている 25 (74%) 8 (24%) 1 (3%)

91. 保護者は、保護者同士で交流する機会を提
供されている 16 (46%) 14 (40%) 5 (14%)

92. 保護者は、保護者対象の勉強会の機会を提
供されている。 12 (34%) 11 (31%) 12 (34%)

93．保護者は、先輩保護者と交流する機会を提
供されている。 11 (32%) 10 (29%) 13 (38%)

94．祖父母は、保護者の求めに応じて、孫をより
よく理解するための支援を受ける機会を提供さ
れている

4 (13%) 13 (43%) 13 (43%)

95．保護者は、きょうだい児やきょうだい関係
について相談する機会があり、配慮事項や助言
が提供されている。

17 (52%) 11 (33%) 5 (15%)
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H. 支援の専門性：支援のアウトカム

項目

96. 事業所は、子ども一人一人に対する支援の
効果を検証している。 20 (54%) 13 (35%) 4 (11%)

97. 家族は、当事業所の支援に満足している 11 (39%) 14 (50%) 3 (11%)

98. 子ども一人一人は、当事業所の支援に満足
している 12 (41%) 14 (48%) 3 (10%)

99.子ども一人一人は、個人のニーズに応じた
個別の支援を受けている 18 (53%) 14 (41%) 2 (6%)

100. 子ども一人一人は、障害児支援に関する
ガイドラインに沿った支援を受けている 16 (48%) 15 (45%) 2 (6%)
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